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 1 

  2 

【府営水道の給水エリア全体の中長期的な見通し】 
 

府営水道が実施した令和３９年（２０５７年）までの水需要予測では、府営水道の給

水エリア全体で約３割水需要が減少する結果となった。 

府営水道及び受水市町が現状の資産を将来にわたり同等規模で維持した場合、今後の

更新需要の増加と水需要の減少を見込み、人件費及び維持管理に要する費用を現状から

変更しない場合、府営水道と受水市町全体での令和３９年（２０５７年）の給水原価は

約１.８倍になる見通しとなった。 
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４ 広域化・広域連携の推進と経営形態の検討 1 

 前項において、府営水道の給水エリア全体の給水原価を試算した結果、現状の経営を継続すると2 

大幅な上昇が見込まれ、このままでは受水市町や府民への負担が大きく増加することがわかりまし3 

た。 4 

末端給水事業者である受水市町は、水道事業を取り巻く厳しい経営環境の中、不断の努力を重ね、5 

府民への負担を極力軽減するように努めています。府営水道としても一層の経営改善に取り組むと6 

ともに、事業体間の垣根を越え、幅広い視点から、府営水道の給水エリア全体の水道事業のあり方7 

を検討し、経営改善を図ることで、受水市町ひいては府民への負担を抑制することに努めます。 8 

健全で安定的な経営形態を構築するため、ここでは今後の府営水道の経営のあり方について、経9 

営の一体化も含めた広域化・広域連携といった抜本的方策も含めて検討します。 10 

 11 

 12 

（１）施設統廃合による施設規模の適正化 13 

府営水道及び受水市町ではこれまでも経営効率化の取組として、施設の廃止やダウンサイジング14 

などに取り組んできました。府営水道と受水市町を合わせた平成２９年（２０１７年）における施15 

設の予備力は約２６％です。（資料 4-4-1-1） 16 

一方で、水道施設設計指針（2012 年版 (社)日本水道協会）では、浄水場が確保すべき予備力は計17 

画浄水量の２５％程度とされていることから、現状では、府営水道の給水エリア全体での水需要に18 

対する府営水道と受水市町を合わせた施設能力は適正水準にあるといえます。 19 

しかし、これまでに記載のとおり、府営水道の給水エリア全体では令和３９年（２０５７年）に約20 

３割の水需要減少が見込まれており、現状の施設能力を維持した場合には、予備力は４９％程度に21 

増大します。 22 

【資料 4-4-1-1 水需要の減少と予備力の増大】   23 

  24 

2017年実績 2057年予測

水需要

（日最大）

施設能力

予備力 26% 49%

217千㎥ 151千㎥

295千㎥

予備力(%)＝（施設能力-日最大給水量）/施設能力
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予備力の適正化には施設廃止等が必要となりますが、前述のとおり、府営水道と受水市町は各事1 

業体内での施設能力の適正化を実施済であり、更なる施設能力の調整には、事業体の区分を超えた2 

能力調整（施設統廃合等）が必要となります。 3 

そこで府営水道では、今後の水需要減少を想定し、中長期的な視点でコストとリスクのバランス4 

がとれた府営水道と受水市町全体での適正な施設規模について、シミュレーションを行うことと5 

し、市町とともに検討を深めていくための一例として「施設統廃合案」を２案作成しました。 6 

（資料 4-4-1-2） 7 

施設統廃合案では水需要の減少に応じて段階的に浄水施設を現状の２１施設を９又は１３施設8 

に統廃合することとしています。 9 

 10 

 11 

【資料 4-4-1-2 施設統廃合案】 12 

統廃合案等 
施設数 

（箇所） 

施設能力 

（千㎥/日） 

  現在の施設状況 21 295 

案① 
大規模集約を念頭に府営水道の施設を維持し、 

市町の施設を削減するケース 
9 214 

案② 
小規模分散を念頭に府営水道の施設を削減し、 

市町の施設を維持するケース 
13 202 

 13 

 14 

 15 

  16 

施設統廃合案に関する留意点 

⚫ 施設統廃合案は、あくまでも費用削減効果を検証するため、府が一定の前提条件を仮

定して選定したものであり、実際に施設の統廃合計画があるわけではありません。 
 

⚫ 本検討の基礎となる各種数値については、各市町の整備計画、経営戦略等は反映して

おらず、事業者が作成している計画等とは同一ではありません。 
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（２）施設規模の適正化効果 1 

 2 

➢ 費用の削減効果 3 

施設統廃合による費用の削減効果を示します。 4 

動力費、薬品費、修繕費、委託費、事業費について、前述３の府営水道の給水エリア全体で5 

単独運営を継続した場合に係る経費から、廃止施設の維持及び更新に係る費用を削除して推計6 

しています。 7 

なお、施設統廃合や施設管理の効率化により生み出したマンパワーを活用し、管理運営体制8 

を強化することで、将来にわたって安心・安全な水道事業を安定的なものにしていく必要があ9 

ると考えていることから、人件費の削減は見込んでいません。 10 

２つの統廃合案について、施設更新費用の削減効果に着目した収益的支出及び給水原価の推11 

移は資料 4-4-2-1のとおりです。 12 

なお、主な試算条件は資料 4-4-2-2のとおりです。費用の項目については、水道事業におけ13 

るアセットマネジメント（資産管理）に関する手引きに基づくアセットマネジメント「簡易支14 

援ツール」（厚生労働省）に対応しています。 15 

 16 

 17 

【資料 4-4-2-1 40年間の収益的支出と平均給水原価の状況】 18 

※５年毎の合計値を表示している。 19 

※５年毎の平均値を表示している 20 

  21 

●収益的支出 

 

●平均給水原価 
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現状の施設を維持する単独事業継続の場合と比較すると、収益的支出は統廃合案①で１２９1 

億円、統廃合案②で７１億円、給水原価では４０年間平均で、統廃合案①で５.６円、統廃合2 

案②で３.１円が削減できる見込みです。 3 

本試算における浄水場廃止の時期は、浄水場内の設備更新等による資産価値の変動や水需要4 

の減少状況から決定しています。そのため、浄水場の廃止時期が試算期間の後半に集中してお5 

り、試算期間内での施設停止による更新投資費用の削減や、施設の運転停止による維持管理費6 

の削減効果が限定的となっています。資料 4-4-2-1中、現状の施設を維持する場合との差とし7 

て示している施設統廃合の効果については、施設統廃合が完了する２０５７年度以降でその増8 

大が期待できます。 9 

 また、国庫補助金をはじめとする国の財政支援の影響を考慮していないため、経営形態の状10 

況や施設統廃合の時期、その時点での国の制度等により、有利な支援措置を受けられる可能性11 

があります。 12 

 13 

 14 

【資料 4-4-2-2 府営水道の給水エリア全体の費用削減効果試算条件】 15 

 16 

 17 

  18 
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➢ その他の効果 1 

水需要に応じた施設の規模や配置の適正化は、施設統廃合や施設管理の効率化により生み出2 

せるマンパワーの再配置等で管理運営体制を強化し、水道事業の基盤強化につながると考えら3 

れます。 4 

また、水道施設の統廃合と再構築等に関する他府県での先行事例では、以下のような効果が報5 

告されています。 6 

 7 

【施設の共同化による効果】 8 

・水資源等の経営資源の共有による事業運営の安定 9 

・効率的な施設の活用による料金の安定化 10 

・災害事故等の緊急時対応力強化 11 

・技術や施設管理水準の維持向上 など 12 

 13 

【管理の一体化による効果】  14 

・運転監視業務の効率化 15 

・水質共同検査による情報共有化 16 

・専門職員の確保や専門知識の向上 17 

・システム統一による情報の共有化や事業体間の管理レベルの底上げ 18 

・システムの一括導入による保守点検・更新費用の削減 など 19 

 20 

府営水道と受水市町全体の施設の規模や配置の適正化は、水道施設の効率的な利用による給水21 

原価の上昇抑制、統廃合により生み出せるマンパワーの再配置等で、事業の基盤強化につながると22 

考えることから、この施設配置案を基に、府営水道と受水市町全体での施設整備の方向性について23 

議論し、適切な規模の施設配置について合意のもと、施設整備方針を策定し、整備を進めます。 24 

  25 
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（３）広域化・広域連携の推進と経営形態のあり方 1 

これまでにも記述してきたとおり、今後水需要が減少し、給水収益が減少していくことが見込ま2 

れる状況下では、将来の更なる人口減少に備えて、事業の基盤強化を行うことが不可欠です。 3 

広域化・広域連携は、現在の府営水道と受水市町が個々に事業を運営する体制とは異なり、複数4 

の水道事業者が連携し又は一体的に取り組むことで、施設の共同化や人員・財源等の経営資源の規5 

模拡大による事務処理の効率化等により、給水原価の上昇幅の抑制や専門的な人材の確保等、経営6 

基盤を強化する効果が期待できます。 7 

広域化・広域連携には様々な形態がありますが（資料4-4-3-1）、あらゆる選択肢を検討し、効8 

果が見込める連携事業に躊躇なく取り組むとともに、全体最適を目指した合理的な経営判断が可能9 

となり高い効果が見込める経営の一体化等についても、検討を進めていく必要があります。 10 

今後、府営水道では、本ビジョンの第３章で示した各取組を通して、管理の一体化や施設の共同11 

化など、実現可能な取組から広域化・広域連携を推進するとともに、並行して例えば企業団化※な12 

ど経営の一体化も含めた経営形態のあり方について検討を進めることとします。 13 

なお、受水市町の参画については、管理の一体化や施設の共同化から経営の一体化まで様々な方14 

法があると考えており、地域の実情に応じた最適な参画方法を選択できるよう、複数の選択肢を示15 

しながら検討を進めてまいります。 16 

経営形態のあり方の検討に当たっては、各水道事業者の経営状況が異なることから、財政負担や17 

統合時の経営条件の調整など、検討すべき項目が多岐にわたり、一朝一夕に実現するものではな18 

く、加えて、府営水道と受水市町のみならず、利用者である府民の十分な理解を得る必要があるこ19 

とから、長期的な検討・調整の期間を要すると考えており、早期に議論を開始することが必要で20 

す。 21 

【資料4-4-3-1 広域化・広域連携の形態】 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 
 36 
※企業団とは、地方公営企業の経営に関する事務を共同処理する一部事務組合（地方公共団体の組合）のことをいいます。37 

企業団は、企業長を長とする執行機関の他、企業団の議会や監査委員を設置し、その運営を行います。 38 
（地方自治法第 284条、地方公営企業法第 39条の 2） 39 

 40 

経営主体・事業認可・料金体系・管理が一つに統合された形態 

経営主体は同一だが、水道法の認可上、事業は別の形態 

（事業認可、料金体系が異なる） 

【施設の共同化】 

水道施設の共同設置・共用 、緊急時連絡管の接続 

【管理の一体化】 

水質検査や施設管理等、維持管理の共同実施･共同委託  

総務系事務の共同実施、共同委託 

災害時の相互応援体制の整備、資材の共同整備等 

←広域化による効果 

取組の難易度 

高

低 出典：厚生労働省「水道法改正の概要」を参考に作成 
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  1 

【広域化・広域連携の推進と経営形態の検討】 
 

健全で安定的な経営形態を構築し、府民への負担を極力軽減するため、効果の見込める連携

事業に取り組むとともに、府営水道と受水市町全体の施設規模や配置の適正化、経営の一体化

を含めた経営形態のあり方など、あらゆる選択肢について検討を進める。 

検討に当たっては、府営水道と受水市町双方が、将来の姿について共通認識を持って進めて

行くことが重要であるため、計画期間である１０年後の府営水道の姿として、以下のとおり目

標を定める。 

 

〈１０年後の府営水道の姿 〉 
 

 コストとリスクのバランスのとれた適正な施設規模と配置の実現に向かって、施設整備

方針が合意され、その方針に従って施設整備を進めている。 
 

 管理の一体化や施設の共同化といった連携事業に取り組むとともに、経営形態のあり方

についての検討が進み、その内容に沿った事業運営を行っている。 



- 57 - 

 

５ 建設負担水量の調整 1 

（１）建設負担水量 2 

府営水道料金は、建設負担料金と使用料金の二部料金制を採用しています。その内、固定費に相3 

当する経費を回収するのが建設負担料金であり、その建設負担料金の算定基礎となるのが建設負担4 

水量です。(資料 4-5-1-1､2) 5 

建設負担水量とは、府営水道の水源開発や施設整備等の費用を受水市町間で公正・公平に分かつ6 

ため、府営水道と受水市町で協議の上、決定した水量です。 7 

 8 

 9 

【資料 4-5-1-1 供給料金の概要】 10 

料金制度：二部料金制 

建設負担料金 既に投資した水源開発や施設整備等に係る経費（固定費）を負担する

料金 

使用料金 薬品費や動力費をはじめ、固定費に属さないその他の費用（変動費）

を負担する料金 

        11 

 12 

 13 

【資料 4-5-1-2 現行料金算定期間(R2～R6)の 1年当たりの費用内訳】 14 

 15 

  16 
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（２）建設負担水量の調整 1 

建設負担水量の負担割合について、受水市町との調整が課題となっています。建設負担水量は、2 

受水市町からの要望に基づき実施した水源開発や施設整備等の費用を受水市町間で公平・公正に分3 

かつため、府営水道と受水市町と協議の上決定した水量であり、その経緯は十分に踏まえなくては4 

なりません。しかし、受水市町が当初計画していた水需要が伸び悩んだことにより、一部の市町で5 

は仮に府営水道を１００％使用したとしても、水需要が建設負担水量に充たない状況が発生してい6 

ます。（資料 4-5-2-1） 7 

この状況に対し、各受水市町の建設負担水量を見直した場合、負担のバランスが変わり、不公平8 

な現状変更となる可能性があるため、受水市町全体による慎重な議論が必要となります。これまで9 

の受水市町の負担のバランスを維持するのか、今後の水需要を考慮した建設負担水量への見直しを10 

実施するのか等、受水市町間の公平性も考慮しつつ、その調整をいかに図るかが課題となっていま11 

す。 12 

第２次答申では、建設負担水量の調整について、府営水道と受水市町全体での適正な施設整備の13 

あり方の検討と合わせて、受水市町の理解を得ながら、十分な準備期間をとり慎重に検討すべきと14 

示されています。（資料 4-5-2-2） 15 

なお、現在は、府営水道を１００％使用したとしても建設負担水量に充たない市町と、水需要が16 

増加している市町との間で暫定的な建設負担水量の融通を行っています。 17 

 18 

【資料 4-5-2-1 府営水道の利用状況】 19 
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 1 

【資料 4-5-2-2  第２次答申】 2 

 3 

 4 

 5 

（３）水量調整の方向性の合意に向けて 6 

ここまでの記載のとおり、建設負担水量の調整については、受水市町間での融通により暫定的な7 

対応を行いながら、適切な建設負担水量の負担のあり方について、受水市町と議論を重ねてまいり8 

ました。 9 

令和３年度にも受水市町ヒアリングを開催し、受水市町から意見をヒアリングしました。受水市10 

町の一部では、建設負担水量を実績に応じた水量で見直すことを求める声がある一方で、当初の要11 

望水量を根拠として決められた負担割合には妥当性があるとする意見もあり、水量調整については12 

受水市町の間でも考え方が異なっている状況でした。（資料 4-5-3-1) 13 

 14 

【資料 4-5-3-1 受水市町ヒアリングでの意見】 15 

 16 

  17 

第２次答申（令和元年１２月） 

建設負担水量の調整については水源開発や施設整備等の費用を受水市町間で公平・公正に分か

つため、府と受水市町と協議の上決定した水量であり、変更には慎重な取扱いが必要である。 

また、府営水道の給水区域において、今後、水需要の減少と給水原価の上昇が見込まれる中、

府営水道と受水市町全体での適正な施設整備のあり方の検討が必要であり、こうした取組が進

み、現在の受水割合や施設規模、配置の見直しが具体化していく中で、建設負担水量の見直しも

合わせて検討すべきである。 

建設負担水量の変更は、受水市町の理解を得ることが前提であるとともに、十分な準備期間を

とりながら実施していくことが望ましい。 

受水市町ヒアリングでの意見（令和３年６月） 

・日最大給水量や府営水受水量などの実績に応じた水量で調整し、定期的な見直しをすべき。 

・当初の要望水量を根拠として決められた負担割合には妥当性があるため、負担割合を維持した

上で水量を見直し、実受水量と建設負担水量の乖離を圧縮してほしい。 

・利用実績による水量見直しを行った場合、府営水道の利用率低下(単価上昇)につながることを

懸念。 

・水量見直しによる負担割合変更で費用が増加することは受け入れられない。 

・利用実績に応じた料金優遇策を検討されたい。 
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 府営水道では３浄水場の接続による広域水運用の実施による給水の安定性向上や料金統一による1 

料金水準の安定化及び未利用水源費の減損損失による受水市町の負担軽減など長年の課題を順次解2 

決し、府営水道と受水市町が持続可能で効率的な経営を行っていくための体制作りを進めてきまし3 

た。そのような中、建設負担水量の調整は、答申において、検討すべきとされながら解消には至って4 

いない課題です。 5 

３浄水場の中で一番新しい乙訓浄水場でも供用開始から２０年以上となり、現行建設負担水量の6 

決定から長期間が経過しているほか、供用開始以来の施設や水源に関する資産の減価償却も進んで7 

いる状況です。 8 

また、３浄水場を建設し給水を開始した当時の状況と比べ、平成１２年をピークとした水需要の9 

減少、府営水道の３浄水場接続による水源の一体化や料金水準の統一など、事業環境も大きく変化10 

しています。 11 

加えて、府営水道と受水市町での適正な施設整備のあり方の検討が必要となるなど、施設整備に12 

関する課題も変化してきており、受水市町との共通の財産である府営水道を支えていくための費用13 

負担のあり方についても、議論を進めていく時期にあるといえます。 14 

こうしたことから、新ビジョン検討部会においても、以下のとおり意見がとりまとめられました。 15 

 16 

 17 

  18 

 

建設負担水量の調整は、過去から継続する非常に重要な課題であるため、施設

統廃合や経営形態のあり方の議論に留意しつつも、早急に水量調整の方向性を議

論すべきである。 

建設負担水量は、水源開発や施設整備等の費用を受水市町間で公平・公正に分

かつために、府と受水市町と協議の上、決定した水量であることから、当初から投資

してきた資産の減価償却費に対しては、受水市町からの要望水量に基づいて負担を

求めることが妥当と考えられるが、当該資産の減価償却は進んでおり、また、人口減

少などによる水需要の減少や３浄水場接続による広域的な水運用の実施など、給水

を開始した当時の状況から事業環境が大きく変化してきていることから、新たな投資

に対しては水需要に応じた建設負担水量に変更していくとともに、定期的に見直して

いくことが望ましい。 

新ビジョン検討部会意見 
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しかしながら、建設負担水量の調整は各受水市町の料金負担に影響を与えるため、慎重な検討と1 

受水市町の理解が不可欠です。 2 

府営水道では、全受水市町の納得が得られる水量の調整方法を引き続き模索するとともに、広域3 

化に関する議論の進展や受水市町からの府営水需要の更なる変化、料金の見直しなど、環境の変化4 

を捉えて積極的に協議を進めます。 5 

また、こうした取組と併せて、施設整備方針の議論の進展も視野に入れながら、水量調整の方向6 

性の合意が少なくとも本ビジョンの計画期間内に得られるよう、受水市町との議論を進めてまいり7 

ます。 8 

議論を進めるに当たっては、以下の考慮すべき点のバランスを図りながら調整を図ってまいりま9 

す。（資料 4-5-3-2） 10 

 11 

 12 

【資料 4-5-3-2 建設負担水量の調整にあたり考慮すべき点】 13 

 14 

  15 
・府営水道建設時の要望経過を考慮 

建設負担水量は、市町の要望に基づき実施された水源開発や施設整備の投資にかかる負担

を、市町で公平・公正に分かつため協議の上決定した水量であり、今後も応分の負担が求

められる。 
 

・水需要の変動を考慮 

社会情勢の変化などから水需要が変動し、建設負担水量と受水量の乖離について、市町間

の差異が拡大しており、水量決定から長期間を経過していることもあり、再設定が求めら

れる。 
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第５章 ビジョンの推進管理 1 

本ビジョンを着実に推進していくため、次のような進捗管理を行い、その状況をホームページに2 

掲載するなど情報を随時公開しながら、進捗状況の把握・確認、そして必要な見直しを行うことと3 

します。 4 

 5 

１ 進捗状況の把握・共有 6 

業務指標※や経営比較分析表などの管理指標により、毎年度その状況をとりまとめ、進捗や経年7 

的変化の動向を確認し、公表するとともに、受水市町の府民を対象とした意識調査なども活用し、8 

府営水道の取組を推進します。 9 

また、主立った経営指標や進捗状況については、決算分析による経営状況の見通しも含めて京都10 

府営水道事業経営審議会に報告し、検証を行うとともに、府民に対しても情報発信を行います。 11 

受水市町とも一層連携して取組を進めていけるよう、京都府が取りまとめている「京都水道グラ12 

ンドデザイン別冊資料」における受水市町の水道事業に関する情報を活用し、受水市町の状況を把13 

握すると共に、定期的な会議の開催を通じて、情報共有や意見交換を行います。 14 

（詳細は資料編 P120～P127 参照） 15 

 16 

２ 状況変化への柔軟な対応 17 

水道事業を取り巻く情勢は厳しさを増すことが予測され、今後水需要が大きく変化したり、水道18 

経営を担う枠組み等が大きく変化していくこともあり得ます。 19 

本ビジョンは令和１４年度までの１０年間の取組の方向性を示すものですが、取組等を固定する20 

ものではなく、情勢の変化に柔軟に対応していくこととし、計画期間の中間年度である令和９年度21 

を目途に、水需要の見通しや広域化の進捗状況などを踏まえて、必要に応じて本ビジョンの見直し22 

を行います。 23 

なお、長期的には、府内全域の水道事業の方向性を示す「京都水道グランドデザイン」の取組も24 

踏まえ、隣接する水道事業者等との連携のあり方についても検討を行う必要があると考えていま25 

す。 26 

 27 

 28 

 29 

【ビジョンの進捗管理】 

進捗状況の把握・共有 

・業務指標や経営比較分析表等の管理指標により進捗や経年的変化の動向を確認、公表 

・京都府営水道事業経営審議会への報告、検証 

・受水市町の状況把握、情報共有や意見交換による連携強化 
 

状況変化への柔軟な対応 

・取組等を固定せず、情勢の変化に柔軟に対応 

・令和９年度に中間改訂 

※水道事業ガイドライン（日本水道協会規格）に基づく業務指標。水道事業体が行っている多方面にわたる事業を定

量化（数値化）するもの。 


